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１. はじめに 

 東日本大震災以降，日本の防災教育の在り方は見

直されてきた．その例として，平成29年（幼稚園，

小・中学校），平成30年（高等学校）に行われた「災

害安全」に関する内容の充実を図った学習指導要領

の改訂がある．しかしそれにより，業務時間や授業

時間数の増加など現場の教職員の負担は増加した．

防災教育に関する教員の負担軽減のための方法の一

つに，国語などの教科科目と同様な教育体系の構築

があるが，防災においては不十分であるとの見識が

ある1)．そのため防災においても教育体系を構築し，

教育現場の負担軽減を目的とした教員養成課程にお

ける防災に関する講義の充実を図る必要がある． 

教員養成課程では「教育職員免許法施行規則」が

平成29年に改正され，新たに「学校安全への対応」

がカリキュラムに加わった．「学校安全」とは，交通

安全，生活安全，災害安全の総合である．実際に災

害安全の項目を取り扱うか否か，また扱う際の内容

に関しては各大学の教員養成課程に委ねられている．  

平成28年熊本地震後の平成29年度に熊本県教育

委員会は防災に関するコーディネート役として「防

災主任」を県が所管する公立学校に設置した．令和

元年度に実施し，熊本県内134校の防災主任を対象と

したアンケート調査4)（回収率56.7%）では，82.9%が

「兼任業務あり」と回答しており，防災主任の設置

により防災に関する負担が増加していることが伺え

る． 

本研究では，熊本県内の教育現場へ多くの教員を

送り出す熊本大学の教員養成課程における防災に関

する講義の現状を明らかにし，その上で現場の教員

の声を考慮した実施可能な防災に関するカリキュラ

ム案の検討を目的とする．カリキュラム案は現行の

カリキュラムを基本維持した上で，少しずつ防災に

関する内容を追加，または置き換える形で設計する． 

 

２. 研究手法 

 熊本県内の公立学校の防災主任，計433名を対象に，

教員養成課程における防災の講義の状況把握と教育

現場が期待するこれからの教員養成課程における防

災の講義の在り方を把握することを目的としたアン

ケート調査を実施した（令和3年8月）．教員養成課程

における防災教育の実施状況については，熊本大学

と宮城教育大学の教員を対象にヒアリング調査を実

施した．宮城教育大学については宮城教育大学が東

日本大震災で被災した経験から，「311いのちを守る

教育研修機構」を学内に設置していることから，選

定した．  

 以上の調査から，熊本大学の教員養成課程に対す

る改善案を検討した．さらに実施可能性を把握する

ため，再び熊本大学の教員養成課程の教員にヒアリ

ング調査を実施し，改善案の修正を行う． 

 

３．熊本県の教育現場に対するアンケート調査 

(1) 教員養成課程における防災に関する講義につ

いてこれまでの実施状況とこれからの必要性 

本研究は小学生への防災教育が家庭の防災力向

上に影響を及ぼすことが期待される 2) 3)ことから，

対象を小学校教諭に限定して分析を行う．小学校の

防災主任を対象としたアンケート回収数は 119 名

（対象数 242 名）であり，回収率は 49.2%であった．  

教員養成課程での防災に関する講義の受講状況

について尋ねたところ，受講率は 12.2%であった（図

-1）．教員養成課程における防災に関する講義の受講

については 99.2%が必要だと回答した（図-2）．以上

のことから，防災の教育体系が十分でないこと，教

員養成課程の防災に関する教育体系の構築が必要で  

 

図-1 教員養成課程での防災の講義の受講状況  

 

図-2 教員養成課程での防災の講義の必要性  

12.2% 45.2% 42.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=115

受けた 受けていない 覚えていない 未回答

99.2%

0.8% 0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=119

必要 不必要 未回答

土木学会西部支部研究発表会 (2022.3)IV-052

-581-



 

図-3 取得した教員免許の割合  

 

図-4 教育現場が期待する防災の講義の目的  

 

図-5 教育現場が必要とする防災の講義の内容  

 

あることが明らかになった． 

(2) 提案する対象者の限定 

防災主任担当者の取得免許を尋ねたところ，学士

の学位を有する免許である一種免許取得者が最も多

かった（図-3）．この結果を基より本研究は対象を教

員養成課程の中でも学部に限定する． 

(3) これからの教員養成課程における防災に関す

る講義の在り方 

回答者の 50.8%が「実施方法を教える」を講義の

目的として期待しており，「知識を教える」を上回る

結果となった（図-4）．講義の内容は，災害事例や発

生のメカニズムなどの 7 項目が回答者の半数以上が

必要と考えていた（図-5）． 

 

4．教員養成課程に対するヒアリング調査 

(1) 熊本大学教育学部小学校教員養成課程にお

ける防災の講義の現状  

熊本大学教育学部では平成 31 年度からカリキュ

ラムが変わり，災害安全の内容を含む科目が 1 科目

加わった．しかし，追加された 2 単位 15 講義（選択

科目）のうち，災害安全については 1 講義（90 分）

分であった．教育学部全体でも，災害安全を扱うの

はその科目のみであった． 

(2) 宮城教育大学における防災の講義の現状  

宮城教育大学では平成 25 年度より災害安全を扱

う科目（2 単位 15 講義）を設け，全過程に必修化し

ており，様々な防災関係機関と連携して防災教育に

取り組んでいることが明らかになった． 

 

5．まとめ 

 本研究では教員養成課程における防災に関する講

義の現状に着目した．東日本大震災や平成 28 年熊

本地震以降，教員養成課程における防災の講義も見

直されつつあるが，現状では十分でない状況が明ら

かになった．今後，これまで行った調査を基に，教

育現場の負担軽減を目的として防災に関する講義の

充実を目指したカリキュラム案を検討し，提案して

いく予定である． 
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